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Ⅰ　問題と目的
　肢体不自由特別支援学校では、在籍児童生徒の障害の重度・
重複化が進行する中、指導の個別化、高度化の必要性が増して
きている。そのため、必要に応じて専門の医師及びその他の専
門家の指導・助言を求める等して、適切な指導ができるように
することが平成21年告示の特別支援学校学習指導要領に規定
されている。外部専門家の助言を活用したことによる成果と
して、アセスメント力や指導実践力の向上（京都市教育員会，
2010）、実態把握や教材教具の作成・活用の促進（山口県教育
員会，2010）等が報告されている。一方、児童生徒の課題を見
立てる素地はできたが実践に活かされない（京都市教育委員
会，2010）、外部専門家からの指導や助言内容をどのように教
育的アプローチに取り入れるのかという課題意識を持たないた
め、即時に教育活動に取り入れてしまう（鳥取県教育委員会，
2010）等の課題も挙げられている。
　このように近年、外部専門家を活用した実践が報告されるよ
うになってきているが、効果的な活用をするためには、外部専
門家と教師とをつなぐコーディネーター役の重要性が指摘（末
石，2013）されている。藤川（2012）は、コーディネーター役
である外部専門家の活用を推進する係は、どのような校務分掌
に所属しているかという調査を行い、自立活動部主任が35.9％
で最も多く、他に自立活動部員、自立活動専任等があったこと
を報告しており、自立活動に関わる校務分掌が役割を担ってい
ると考えられる。古川（2013）によれば「自立活動専任教師
は、担任教師と外部専門家とのやりとりを円滑にし、指導に生
かすことができるよう、コーディネーターとしての役割を果た
している」とし、末石（2013）は、コーディネーターは、「外
部専門家からの専門的な情報を個別の指導計画の作成過程に活
用し、実態の捉え直しや設定する目標の妥当性を高める取組」
を行っていると報告している。棚井（2013）は、外部専門家と
の調整役であるコーディネーターは、教師に外部専門家の役割
を理解してもらい、外部専門家には自立活動を理解してもらう
必要があると指摘している。しかしながら、柳本（2013）は、
外部専門家の「指導助言は実践でどの程度活用されているの
か」「相談内容が事例間で重複しているケースが多く、指導助
言が教員の間で共有化されていない」「なぜ昨年度と同じ相談
が出されるのか」「担任が助言を理解するには抽象的すぎ、具
体化できない」等の疑問を示し、コーディネーターの役割に関
する課題を報告している。そのため、古川（2013）は、外部専
門家との組織的な連携の実現に不可欠であるコーディネーター
の役割を明確にする必要性を指摘している。霜田・星野・須
田・高田・阿部（2008）は、外部専門家が受け入れやすい支援
体制を整備するために、コーディネーターが工夫したことを調
査しているが、その結果として、「対象児童生徒の選定」、「対
象児童生徒の事前情報のまとめ」、「ケース会議の記録を全教員
が共有できるようにレポートの作成と配布」等があったとし
ている。コーディネーターの役割について、秋田県教育員会
（2010）は、外部専門家との連絡調整、外部専門家との連携
ツールの作成や改善、外部専門家や担任教師によるケース会の
設定、外部専門家による研修会の設定等があることを報告して
いる。コーディネーターの役割は多様であると考えられるが、
役割について詳細に検討された研究は見あたらない。そのた
め、外部専門家を活用する上で、コーディネーターがどのよう
な役割を担う必要があるのかを検討する必要がある。
　以上のことから、本研究では、A特別支援学校の教師が自立
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活動の指導において外部専門家であるPTを効果的に活用する
ために、PTと教師をつなぐコーディネーターが果たすべき役
割について、コーディネーターである第一著者の活動を通して
PTの助言を教師が授業に活用した実践を基に検討することを
目的とした。なお、Ａ特別支援学校におけるPT活用の目的は、
PTの助言を活用し、授業改善と個別の教育支援計画及び個別
の指導計画を見直して、指導の充実を図るためのものとしてい
る。
Ⅱ　方法
１　対象生徒
　対象生徒は、Ａ特別支援学校の知的障害教育部門の中学部重
複障害学級１年の男子生徒１名（以下、生徒Ｂ）である。生徒
Ｂの実態は、個別の教育支援計画の「障害の状況」によれば、
「知的障害」、「右足関節機能の著しい障害、左足関節機能軽度
の障害」を有しており、療育手帳及び身体障害者手帳を取得し
ている。「関係機関での支援内容」の項目「医療機関」では、
医療療育センターにおいて、補装具の製作・調整を行っている
が、訓練は利用していない。個別の指導計画の実態把握によれ
ば、「健康・身体の動き」は「足元を見ずに歩行し、つまずく
ことがある」「階段は手すりにつかまって昇降する」、「ことば・
コミュニケーション」は「『着替えてください』や『連絡帳出
してください』等の言葉での簡単な指示を聞いて行動すること
ができる」「おはよう、さようならに礼をして返答することが
できる」等が記述されている。これまで、PTの助言を活用し
た指導はしていない。
２　生徒Bの指導者
　生徒Ｂの指導に携わる教師（以下、教師Ｃ）は教職経験7年
であり、指導経験は知的障害児のみである。また、これまで
PTの助言を活用したことはない。
３　助言を求めるPT
　助言を求めるPTは大学の理学療法科に所属している教員で
ある。なお、Ａ特別支援学校において、活用している外部専門
家はPTだけである。
４　コーディネーター
　コーディネーターは本研究の第一著者である。第一著者は、
外部専門家活用を推進する校内組織である外部専門家活用委員
会に所属し、これまでPTとの連絡調整やPTと教師の情報交換
のためのツールの作成や改善、ケース会の設定に携わってき
た。
５　コーディネーターの活動の流れ
　本研究におけるPTの活用に関するコーディネーターの活動
の流れを次に示す。①年度初めの全校職員による活用の共通理
解 ②PT活用の希望集約 ③教師Cへのケース会シート（1）の作
成依頼 ④教師Ｃとの協議⑤PTへの資料の送付 ⑥１回目のPT
による授業観察及び三者によるケース会の設定 ⑦１回目の教
師Ｃへのケース会シート（3）の作成依頼 ⑧ケース会後の教師Ｃ
による授業実践の確認 ⑨２回目のPTによる授業観察及び三者
によるケース会の設定 ⑩２回目の教師Ｃへのケース会シート
（3）の作成依頼 ⑪教師Ｃへの個別の指導計画と個別の教育支援
計画の見直しの促し ⑫ケース会シートのデータベース化と全
校職員への事例の周知
６　期間
　Ｘ年４月からＸ＋１年２月までの11ヶ月間であった。
Ⅲ　結果
１　年度初めの全校職員による活用の共通理解
　Ｘ年４月下旬、職員会議において、コーディネーターが、
PT活用の目的、活用方法の流れについて実施要項を用いて説
明し、当年度のPT予定来校日を全校職員へ知らせた。結果と
して、PT活用の目的や活用方法について、全校職員への周知
が図られた。
２　PT活用の希望集約
　Ｘ年５月中旬、全校職員に対し、PTの活用希望の有無を確
認し、生徒Ｂについて教師Ｃから希望があったため、希望日
を調整した。その後、PTの来校日の決定を受けて、教師Ｃは、
保護者に対して、PT活用について説明し、保護者からPT活用
の了承を得た。
３　教師Ｃへのケース会シート（1）の作成依頼
　これまで校内で蓄積してきたPT活用事例はデータベース化
しており、Ｘ年８月中旬、コーディネーターは、類似した事例
を教師Ｃに紹介したり確認するよう促したりした。また、PT
との情報交換や助言をどのように生かすかといった校内統一
のツールであるケース会シートの（1）を教師Ｃに作成依頼し
た（Table1）。なお、ケース会シートは３種類あり、ケース会
シート（1）はケース会の前にPTへ提出する書類として教師Cが
記述するものであり、項目は、「対象児童生徒名」、「実施日時」、
「授業名」、「目標」、「活動の流れ」、「現状・現在の取組」、指導
における「課題点・疑問点」が設定されている。
Table1　ケース会シート（1）
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４　教師Ｃとの協議
　Ｘ年８月下旬、PTから適切な助言を得るために、生徒Ｂの
指導上の課題点や疑問点を焦点化できるよう教師Ｃが作成し
たケース会シート（1）を基に、教師Ｃとコーディネーターとで
協議した。「課題点・疑問点」は、協議前は「Ａ課題点・疑問
点」、協議後は「Ｂ課題点・疑問点」として示した。協議前に
教師Ｃが作成したケース会シート（1）の「A疑問点・課題点」
には、「ア．装具のマジックテープを締める際、どのような姿
勢で行わせるのがよいのか」「イ．階段昇降と平地歩行を組み
合わせて行っているが、階段昇降だけの方がよいのか」「ウ．
歩く姿勢はどのようにすれば向上するのか」「エ．両足に１kg
ずつ重りをつけて階段昇降や歩行を行っているがその方法が有
効なのか」「オ．本人が楽しんで階段昇降に取り組めるように
するにはどうすればよいのか」の５点が記述されていた。コー
ディネーターは、アに関して、装具の装着手順や配慮点も確認
したほうが良いことを提案した。イは、生徒の目標を達成する
ために学習内容が設定されるものであり、学習内容は教師Cが
考えるべきものではないか、また、階段昇降と平地歩行では、
身体の使い方が違うことを伝達した。ウは、疑問点とする内容
が大きすぎるため、歩容の安定という目標を達成するための手
立てや評価について、確認すべきことはないのかということを
提案した。オも、教師Ｃが考えることであり、PTに尋ねるこ
とではない旨を指摘した。教師Ｃは協議内容を踏まえ、協議
後、ケース会シート（1）の「Ｂ課題点・疑問点」に、アは、「装
具の脱着方法」を追加し、イは、「配慮点や手立て」の確認に
変更し、ウは、課題点を焦点化して、オは削除した。結果、教
師ＣがPTに求める助言の内容を、教師Ｃ自身が整理すること
ができた。
５　PTへの資料の送付
　Ｘ年９月上旬、PTへケース会シート（1）、生徒Ｂの個別の教
育支援計画、個別の指導計画を送付した。PTへの資料送付に
ついて、授業観察やケース会に直接関連しているケース会シー
ト（1）の資料だけでなく、生徒の実態等のプロフィール、教育
における目標や指導内容、手立てや支援等の情報を提供し、対
象生徒と観察し、助言をする授業についての理解を促進しても
らうことをねらい、個別の教育支援計画及び個別の指導計画も
送付した。なお、PTを活用した初年度には、学校の教育課程
についての説明をPTに行った経緯がある。
６　１回目のPTによる授業観察及び三者によるケース会の設定
　Ｘ年９月18日のPTの来校日、教師Ｃは、授業を実践し、PT
は授業を観察しながらケース会シート（2）に助言を記した。授
業観察後、対象生徒の身体機能の状況や装具をPTが確認した。
その後、教師Ｃ、PT、コーディネーターの三者によるケース
会を行った。コーディネーターが司会進行を務め、PTが授業
観察したり授業終了後に生徒の身体的な状況を確認したりしな
がら、ケース会シート（2）に記述したものを基に情報交換した。
理学療法の専門的な用語は、コーディネーターが教師Cへ平易
に解説したり、PTへ解説するよう促したりした。具体的には、
まず、PTが記述したケース会シート（2）（Table2）では、生徒
の実態についての所見があり、それをPTが説明した。その中
で、PTが記述している「内反尖足」、「背屈制限」、「可動域」、
「アライメント」、「膝過伸展」、「下腿三頭筋」、「両大腿四頭
筋」等の用語について、コーディネーターはPTに説明を求め
た。次に、教師Cが作成したケース会シート（1）の「疑問点・
課題点」について、PTに助言を求めた。「疑問点・課題点」の
装具を締める際の姿勢と装具の脱着方法については、「座って
やったほうが良い」という助言と実際の装具を手にしながら、
装着方法が伝えられた。また、階段昇降の配慮点や手立てにつ
いては、「階段を降りるときは、変形の強い右足から降りたほ
うが良い」という助言が得られた。歩行の姿勢の改善について
は、筋力向上のトレーニングやプログラム等が提案された。関
連して、歩行しながらできる工夫点や足の指がついていないよ
うな歩き方の場合について、PTへ助言を求めた。それに対し、
PTからは、「バランスを良くするためには、線の上を歩いてみ
る」、「低い高さの台の上を歩いてみる」等が提案された。重り
をつけての階段昇降や歩行の有効性について、ケース会シート
（2）には特に記述がなかったため、コーディネーターがPTへ助
言を求めた。PTからは、歩幅が不均等であることや足が交差
している状態を防げることから効果があると伝えられた。
７　１回目の教師Cへのケース会シート（3）の作成依頼
　Ｘ年９月18日のケース会終了後、コーディネーターがケー
ス会でのPTからの助言を生かし、具体的にどのように指導に
生かすのかをケース会シート（3）（Table3）に記述するよう教
Table2　１回目のケース会におけるケース会シート（2）
Table3　１回目のケース会におけるケース会シート（3）
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師Ｃへ依頼した。記述する項目は、「PTからの助言と指導の
改善点」である。結果、「装具の着脱について」は「装具がど
のような目的で作られたか、保護者や療育センターと確認す
る」「椅子に座って、装具をつけるようにする。かかとがしっ
かり入っているか確認する」「右足の装具のバンドをきつめに
締めて取り組む。緩くないかどうかの最終確認は、教員がす
る」、「階段昇降について」は「階段は左足から昇り、右足から
降りるようにする」、「歩行について」は「歩幅が小さく、足の
指がついていない場合は、「坂道を下る」「重い荷物を押して歩
く」「荷物を抱えて歩く」などを行ってみる」、「足につけてい
る重りについて」は「今後も１Kg程度の重りをつけて歩いて
みる」といったことが記述された。教師Cは助言を生かし、指
導内容や手立て、指導の方向性を示し、具体的にどのように指
導に反映させればよいか明確にすることができた。なお、作成
されたケース会シート（3）は、コーディネーターがPTへ送付し
た。
８　ケース会後の教師Cによる授業実践の確認
　Ｘ年10月２日、ケース会シート（3）を基に教師Ｃが授業実践
し、コーディネーターは指導の改善点と生徒Ｂの状況を確認し
た。装具の着脱について、授業開始時に教師Ｃは、生徒Ｂが履
いている装具のマジックテープが緩くないか確認していた。こ
れは、PTからの助言を受けたものであった。歩行の活動につ
いては、作業学習に使用するりんご箱を生徒が運ぶという活動
に取り組んでおり、これは、歩幅が小さく、足の指がついて
いない場合に、荷物を抱えて歩くというPTから提案された助
言を活用したものであった。階段昇降については、左足から
昇り、右足から降りるという助言を活用し、取り組んでいた。
PTが自分の助言はどのように授業に生かされているのか、対
象とした児童生徒の様子を再度、確認するという目的と教師Ｃ
がさらなる助言を得ることを目的として、Ａ特別支援学校で
は、PTの活用を一人の児童生徒について複数回活用すること
としており、コーディネーターは教師Ｃと協議し、現在の取組
を継続して、約２ヶ月後に２回目のPT活用をすることを決め
た。また、保護者に対し、PTからの助言とそれをどのように
生かして授業に取り組んでいるのか、生徒Ｂの様子とともに学
級通信や連絡帳で情報提供するよう教師Ｃへ促した。
９　２回目のPTによる授業観察及び三者によるケース会の設定
　Ｘ年11月20日、１回目と同様にPTの来校当日、教師Ｃは、
授業を実践し、PTは授業を観察しながら、ケース会シート
（2）を記述した。PTが記述した２回目のケース会シート（2）は、
Table4に示した。その後、２回目のケース会を行った。コー
ディネーターが司会進行し、PTと教師Ｃとの情報交換を行っ
た。その中で、教師Ｃから雪上での歩行について、安全な歩行
活動の疑問点が述べられた。それに対し、PTからは、装具の
金具の防水、滑り止めについて、また、長靴のインソールにつ
いての提案がなされた。
10　２回目の教師Ｃへのケース会シート（3）の作成依頼
　Ｘ年11月20日のケース会終了後、コーディネーターは教師Ｃ
へケース会シート（3）にケース会でのPTからの助言を取捨選択
し、具体的にどのように指導に生かすのかを記述するよう依
頼した。記述された２回目のケース会シート（3）をTable5に示
す。結果として、「歩行や歩容の状況について」は「歩く活動
は、今後も継続していく。荷物の持ち方や背負い方で重心位置
は変化するということなので、注意深く、観察していく」、「雪
上での歩行について」は「レッグウォーマーや市販の滑り止め
を準備する」という具体的な配慮事項が記述された。
11 　教師Cへの個別の指導計画と個別の教育支援計画の見直し
の促し
　Ｘ年10月上旬、PTからの助言によって、個別の指導計画や
各教科等の指導計画における生徒の実態把握、目標、手立てや
配慮事項等、個別の教育支援計画における医療や福祉等の関係
機関に関する事項を見直すよう教師Ｃへ促した。その結果、教
師Ｃは見直しを行った。具体的には、個別の指導計画では、装
具の着脱について椅子に座って履くことやかかとがしっかりと
入っているか確認する等の手順が新たに書き加えられた。ま
た、階段昇降についての配慮事項も追加された。それに伴っ
て、自立活動の本題材の指導計画においても、装具の着脱や階
段昇降に関することが改められ、指導内容も屋外での歩行や作
業用具の運搬等の活動も追加された。個別の教育支援計画で
は、医療との連携について、装具作製の目的や使用方法の確
認、学校での様子について情報提供する必要性が書き加えられ
た。
12 　ケース会シートのデータベース化と全校職員への事例の
周知
　Ｘ年10月上旬、PTの活用で使われたケース会シート（1）（2）
（3）をコーディネーターがデータベースに保管し、全校職員へ
事例の紹介をし、全校職員がいつでも確認できるようにした。
その後、Ｘ＋１年２月中旬、全校職員に対し、当該年度にPT
を活用した事例すべてについて、どのような改善が図られたの
かを紹介した。PT活用において、当該校ではこれまで肢体不
自由教育部門での事例だけであったが、その中で本事例の紹介
は、知的障害教育部門に在籍する生徒であったため、知的障害
教育部門に所属する2名の教師からPTの活用についての問い合
わせがあり、来年度に活用したいとの申し出があった。
Ⅳ　考察
１　コーディネーターの果たした役割
　事例を基にコーディネーターの活動を示したが、PTとの連
絡や日程調整といった学校の窓口としての役割だけでなく、教
師Cとの協議や助言の活用の確認等も重要な役割であったと考
Table4　２回目のケース会におけるケース会シート（2）
Table5  ２回目のケース会におけるケース会シート（3）
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えられる。ケース会シート（1）の「課題点・疑問点」では、教
師Ｃとコーディネーターが協議をしたことによって、どうすれ
ば歩行能力が向上するのかといった漠然とした質問や学習内容
の設定について助言を求めるのではなく、課題を焦点化した
り、配慮事項等を求める内容に変更されたりしている。実態把
握の捉え直しや学習活動の配慮事項は、助言を得て活用する
ことは必要であるが、授業は指導者である教師が責任を持っ
て行うものであり、焦点化されない課題点を問うことや初め
から学習内容の設定をPTに委ねることは、受動的な活用につ
ながりかねない。目標を達成するための活動や工夫がPTから
提案され、それを教師が取捨選択するといった主体的な活用に
導くこともコーディネーターの重要な役割であると考えられ
る。ケース会では、PTから理学療法の専門的所見が述べられ
たが、コーディネーターは、PTへ説明を求めており、これは、
柳本（2013）が指摘する「理解困難な専門用語や齟齬による活
用困難性を低減するため」に必要であり、教師Ｃが身体につい
て具体的に理解し、実態把握を捉え直す機会になったと考えら
れる。ただし、PTから提案されたトレーニング法やプログラ
ムについて、受け入れるような結果にはならなかった。教師C
がトレーニング法やプログラムをイメージすることが困難だっ
たのかもしれないが、コーディネーターは、トレーニング法を
直接、学習活動に設定するのではなく、イメージ化できるよう
にし、日常生活や学習活動の中に、どのようにしたら取り入れ
ることが可能か検討する余地があったと考えられる。ケース会
終了後、コーディネーターは、教師Ｃへ個別の指導計画と個別
の教育支援計画の見直しをするように促していた。個別の指導
計画の見直しをすることによって、自立活動の指導の改善にと
どまらず、学校教育全体において再度検討することが可能とな
る。事例では、PTの活用は自立活動の時間であったが、歩行
や階段昇降は、自立活動の時間だけでなく、あらゆる活動場面
で取り組むため、手立てが追加された。個別の教育支援計画で
は、装具製作時、学校生活の情報を医療療育センターへ伝達す
る必要性や製作後に装具の活用方法や配慮事項を確認する必要
性が加えられた。教育活動を展開するうえで重要な計画の見直
しを促すことは、重要な役割といえる。
　コーディネーターは、一連のPT活用が終了すると、ケース
会シート（1）から（3）をデータベース化し、事例を全校職員へ周
知して閲覧できるようにしている。ケース会シートによる文書
だけではわかりにくいこともあり、年度末に全校職員に対し、
当年度の事例を紹介する機会を設定し、児童生徒の変容等を伝
達している。学校全体で知見を共有するだけでなく、活用して
みたいという教師の意識につながっていくと考えられる。これ
らの取組は、他の教師がPTを活用したり学校全体の知見とし
て活用したりするには不可欠なものであり、コーディネーター
の重要な役割であると考えられる。
２　コーディネーターの果たすべき役割
　宮前（2013）は関係者を有機的に結びつけることを可能とす
るコーディネーションが重要であることを指摘しており、香川
（2012）は、関係者が目的意識や役割を明確にし、互いに役割
を果たしながら、全体として１つになり子どもの支援になっ
ていることが大事であるとしている。本研究においても、PT、
教師、コーディネーターの三者がそれぞれの役割を果たしなが
ら、生徒Ｂへの支援に向けた取組を行ったことがうかがわれ
る。その結果、教師Ｃの指導が充実し、生徒Ｂの個別の目標達
成によい影響を与えたものと考えられる。しかしながら、教師
Ｃがケース会シート（1）で記述した「課題点・疑問点」におい
て、生徒Ｂが楽しんで活動に取り組むためにはどうすればよい
のかといった内容や「活動の流れ」においても、階段昇降と平
地歩行の繰り返しの活動による訓練的な学習内容が設定されて
いることから、教師Ｃの自立活動の理解が十分ではなかったと
推察される。教師Cとの協議では、自立活動についての理解を
深める話し合いが必要であったと考えられる。教師Ｃに対して
だけでなく、今一度、自立活動の意義や目的を学校全体で確認
し、組織的に自立活動の指導を充実させる必要がある。そのた
めにも、コーディネーターは、PTの活用だけでなく、研修会
や授業研究等の機会に自立活動の指導の充実を推進する役割を
担う必要があると考える。また、教師Ｃとの協議前や活用の希
望集約時に、コーディネーターは、生徒Ｂの実態把握に努めた
り、目標や学習内容を確認したりすることによって、目標のス
モールステップ化や目標を達成するための学習活動の提案をす
る等、教師Cと共に検討する必要があったと考えられる。同様
に、１回目のケース会後に教師Ｃは、PTの助言を活用した授
業実践に取り組み、コーディネーターは指導の改善点と生徒Ｂ
の状況を確認していたが、その際、教師Ｃへ再度、課題点や疑
問点を求めたり、コーディネーター自身が課題点や疑問点を出
したりする等、２回目のケース会に向け、授業や指導のさらな
る改善のための手続きが必要であったかもしれない。佐藤・八
幡（2006）は、コーディネーターは、「客観的立場（連絡調整
役）と教員集団の一員としての実践を行うといった協働意識を
持つ必要」があると指摘しており、授業づくりの参画や今後の
方向性について検討する等、教師との協働意識を持ち、チーム
として関わることもコーディネーターの重要な役割であると考
えられる。
　Ａ特別支援学校に在籍する約２割の児童生徒は、医療療育
センター等の医療機関を利用しており、その医療機関の医師
やPT等の専門家との連携を促進することもコーディネーター
が果たすべき役割である。赤塚・大石（2013）は、「コーディ
ネーターが地域で機能するためには、明確な目標設定の下で、
キーパーソンと協働しながら積極的な地域参画・地域参入を達
成しなければならない」と指摘しており、児童生徒の学校生
活、日常生活を有意義にするために、コーディネーターが中心
となり、教師と学校が活用しているPTや教師と児童生徒が利
用しているPTと検討する支援会議等の場面設定も考えていく
必要があるだろう。PTの職種に限らず、児童生徒の目指すべ
き将来像の検討やQOLを向上させるためにも、学校が組織的
に医療機関と連携を図る必要があり、これまでは、医療機関を
利用している児童生徒の学級担任が個別的に訓練見学を行って
きたが、コーディネーターが組織的に医療機関の専門家からの
助言を活用する仕組みを構築させる必要があると考える。山岡
（2007）は、特別支援教育コーディネーターに期待されている
こととして、地域における支援体制、ネットワークを構築する
ことが望まれているとしているが、本研究においても同様のこ
とが指摘できるだろう。
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